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インフラ整備プロジェクトにおける B to B 企業と NGO
の協働は、経済的価値と社会的価値を実現するのか？
B to B Company Collaboration with NGOs for Creating Economic and 









































また、国連開発計画（UNDP：United Nations Development Program）によれば、国























一方、グローバル社会の中で CSR の議論を先導してきた欧州委員会も 2001 年に初め








員会は 2011 年からは CSR を「企業が社会に及ぼす影響に対する責任」と定義し、「自
主的な取組み」という記述を削除している（欧州委員会、2011：6）。
また、国連は 2000 年に「グローバル・コンパクト」 （3）を発足し、「人権」「労働」「環
境」「腐敗防止」に関する 10 原則を守るよう企業に呼びかけた他、2010 年には社会的



















る役割はもっぱら政府や NGO に任されてきた。さらに、しばしば NGO から批判され
ることになる環境汚染や公害等に関する社会的費用を負担することは、利益に反する




































































































①  NGO が設定する先進的なプログラムに対して社内の複数部門で参画することで、
社内改革を進めることができる。

















































































































本稿では、グローバル社会の様々な社会課題を解決するために B to B 企業が推進す
るインフラ整備プロジェクトが、株主、企業、政府、地域住民にとって「経済的価値」
と「社会的価値」の両方を生み出すことになる仕組みを明らかにした。
最後に、B to B 企業がインフラ整備プロジェクトを通じて共通価値を実現するため
に必要な経営のあり方について 3 点提言する。




③  インフラ整備プロジェクトでは、NGO との協働も含めて地域社会との関係構築を
マネジメントする。
インフラ事業のビジネスモデルが変わり、企業に対して求められる社会的責任の範
囲も広がる中にあって、B to B 企業が NGO と協働を模索することは企業にとっても
社会にとっても大きな意義がある。本研究での考察を経て、今後はその実効性を検証
することに合わせて、政府と NGO の関係や NGO の能力強化策等についても研究を発
展させていきたい。
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（1） 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「第 4 次評価報告書」（2007 年 11 月）は、人間の
活動による温室効果ガスの増加が、気候システムの温暖化と平均海面水位の上昇をもたら
している可能性が高いと報告している。  
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content/tokyo/ja/home/presscenter/articles/2015/08/21/sdg.html　（2015 年 9 月 19 日
アクセス）
（3） 1999 年に当時のアナン国連事務総長が提唱し、2000 年に発足したイニシアティブのこと。
各企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、持続可能な成
長を実現するための世界的な枠組み。約 160 か国で 1 万 3,000 の団体（うち企業は約 8,300
社）が署名。日本では、205 の企業・団体が加入している。（2015 年 8 月現在）  
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